
科目 

主管 

事 業 名 地籍調査費（土木総務費） 

政策体系
便利で快適に暮らせるまちをつくる 

市街地整備の推進 

款 08 土木費 項 01 土木管理費 目 01 土木総務費 

予  算  額 

（前年度比）
財 源 内 訳 

474 千円 
（△5,428 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 474 千円 

土

木

課

１ 事業目的 

  国土調査法に基づき、毎筆の土地について、その所有者、地番及び地目の調査

並びに境界及び地積に関する測量を行い、その結果に基づき地図（地籍図）及び

簿冊（地籍簿）を作成することにより、土地に関する基礎的な情報の整備を図る。 

２ 事業内容 

  蓮花寺地区の地籍調査について、令和２年度に作成した地籍簿及び地籍図の認

証・承認を受けるために必要な事務を行う。 

⑴ 主な支出科目

区 分 内 容 事業費 

委託料 地籍図及び地籍簿修正業務 330 千円 

３ 事業効果 

  一筆ごとの土地の所有者、地番、地目、境界の調査及び面積に関する測量を行

い、精度の高い地籍図と地籍簿を作成し、土地における地籍を明確にすることで

課税の適正化を図るとともに、地震など災害時の円滑な復旧事業にも寄与するこ

とができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 道路維持費 

政策体系  
便利で快適に暮らせるまちをつくる 

道路・橋梁の整備・適正管理の推進 

款 08 土木費 項 02 道路橋梁費 目 02 道路維持費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

384,553 千円 
（＋96,033 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 166,000 千円 0千円 218,553 千円 

土

木

課 

１ 事業目的 

  道路や歩道がいつでも安心、快適に利用できるよう、適正に維持管理する。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ 道路ストック点検費 

   市が管理する道路の利用者及び第三者の被害を防止し、効率的に修繕工事を

行うため、点検を実施した上で修繕計画を策定する。 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 舗装及び道路照明の点検業務 30,000 千円 

⑵ 道路維持管理費 

ア 施設の点検 

道路利用者の安全な通行を確保するため、道路用排水ポンプ施設などの点

検を行う。 

イ 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 燃料費、電気、水道及び修繕料 1,415 千円 

委託料 
清掃業務、排水施設保守業務及び官

民査定調査業務 
34,869 千円 

⑶ 鉄道駅自由通路維持管理費 

   ＪＲ枇杷島駅東西自由通路の維持管理などを行う。 

  ア 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 電気、水道及び修繕料 7,577 千円 

委託料 
清掃業務、警備業務及び保守点検業

務 
8,873 千円 

⑷ 道路維持補修費 

   過去に整備された路線を維持するため、点検の結果を踏まえて策定した維持

管理計画に基づく修繕工事を行う。 

また、愛知県が実施する枇杷島陸橋の架け替え事業に併せて雨水管の整備を

行う。 
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土

木

課 

  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 

測量及び設計業務 2,000 千円 

枇杷島陸橋の架け替えに伴う雨水管

整備（県との協定に基づく工事委託） 
100,000 千円 

工事請負費 

道路維持修繕工事（一般修繕分）、交

通安全施設工事 
93,700 千円 

道路ストック点検結果を踏まえた道

路維持管理計画に基づく道路維持修

繕工事 

100,000 千円 

原材料費 維持補修用材料 2,500 千円 

 

３ 事業効果 

道路や歩道を適切に管理することにより、年間を通じて利用者の安全な通行を

維持し、便利で快適に暮らせるまちづくりに寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 街路灯費 

政策体系  
安全で安心に暮らせるまちをつくる 

防犯・交通安全対策の推進 

款 08 土木費 項 02 道路橋梁費 目 02 道路維持費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

54,338千円 
（△3,626 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 54,338千円 

土

木

課 

１ 事業目的 

  夜間における交通安全及び犯罪の防止を図るため、街路灯（防犯灯を含む。）の

設置及び管理を行い、安全で安心なまちづくりを目指す。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ 街路灯管理費 

   夜間通行の安全確保及び犯罪防止のため、街路灯の管理及び修繕を行う。 

   また、街路灯ＬＥＤ化一括リースに伴う賃借料を支払う。 

ア 修繕箇所（見込み） 

    ５０か所 

  イ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 
電気料 23,061 千円 

修繕料 1,000 千円 

使用料及び賃借

料 
街路灯リース料 26,277 千円 

 ⑵ 街路灯整備費 

   地元より要望があった箇所について、夜間通行の安全確保並びに犯罪防止の

ため、街路灯の新設工事を行う。 

また、既設の街路灯については、点検の結果を踏まえて策定した維持管理計

画に基づき、単独支柱の更新を行う。 

ア 新設・取替内容（見込み） 

区 分 内 容 本 数 

新設 街路灯（ＬＥＤ）設置 60 か所 

取替 点検に基づく支柱修繕 10 か所 

  イ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

工事請負費 
街路灯（ＬＥＤ電柱共架含む）新設

及び支柱取替工事 
4,000 千円 

 

３ 事業効果 

  市民の夜間通行時の安全確保及び犯罪の防止が図られ、安全で安心なまちづく

りに寄与することができる。 

 
- 220 -



科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 道路改良費 

政策体系  
便利で快適に暮らせるまちをつくる 

道路・橋梁の整備・適正管理の推進 
水辺空間と緑地の充実 

款 08 土木費 項 02 道路橋梁費 目 03 道路新設改良費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

114,599 千円 
（＋48,140 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

27,000千円 0千円 0千円 0千円 16,459千円 71,140千円 

土

木

課 

１ 事業目的 

  地域住民の利便性向上を図るため、道路改良を行うことにより、市道の機能を

充実し、道路の安全性に配慮した道路づくりに努める。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ 市道西田中蓮池線等整備費 

   歩道の機能を充実するため、水路を覆蓋化する工事を実施する。 

  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

工事請負費 歩道設置工事 54,000 千円 

⑵ 市道流新田１号線等整備費 

   水場川改修事業に伴い、既存市道の移設に必要な用地を購入する。 

  ア 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

公有財産購入費 道路用地購入 14,550 千円 

補償、補填及び

賠償金 
建物移転補償 1,000 千円 

⑶ 散策路整備費 

   五条川左岸の高水敷に散策路を整備する。 

  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

工事請負費 散策路整備工事 19,500 千円 

⑷ アンダーパス冠水対策費 

   老朽化した大手橋アンダーの路面冠水表示板及び関連機器の更新を行う。 

  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

工事請負費 
大手橋アンダー路面冠水表示板等

取替工事 
24,640 千円 

 

３ 事業効果 

  市街地の発展のため、生活環境の向上を目指して、道路利用者が満足する道路

整備を行うことにより、便利で快適に暮らせるまちづくりに貢献できる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 橋梁維持費 

政策体系  
便利で快適に暮らせるまちをつくる 

道路・橋梁の整備・適正管理の推進 

款 08 土木費 項 02 道路橋梁費 目 04 橋梁維持費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

18,271千円 
（△77,188 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

9,900 千円 0千円 0千円 0千円 0千円 8,371 千円 

土

木

課 

１ 事業目的 

  市が管理する橋梁について、橋梁本体部材及び橋梁附属物の損傷状態を把握す

るために行った点検の結果と修繕計画に基づき、修繕及び改築更新等を行うこと

により、常に良好で円滑な橋梁機能を保持する。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ 橋梁点検費 

橋梁の効率的な維持管理を推進するため、道路法に基づく定期点検を計画す

る。 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 橋梁定期点検業務 8,000 千円 

使用料及び賃借

料 
橋梁台帳システム使用料 271 千円 

⑵ 橋梁維持補修費 

定期点検の結果を踏まえた橋梁長寿命化計画に基づき橋梁補修工事を行う。 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 橋梁実施設計業務（新川小橋） 4,000 千円 

工事請負費 橋梁耐震補修工事（上条橋） 6,000 千円 

 

３ 事業効果 

  橋梁の適正な管理と橋梁長寿命化修繕計画に基づく橋梁の補修を行うことによ

り、常に良好で円滑な橋梁機能を保持するとともに、橋梁に係る維持管理コスト

の縮減や平準化を行うことができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 橋梁改良費 

政策体系  
便利で快適に暮らせるまちをつくる 

道路・橋梁の整備・適正管理の推進 

款 08 土木費 項 02 道路橋梁費 目 05 橋梁新設改良費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

12,500千円 
（△37,500 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 12,500千円 

土

木

課 

１ 事業目的 

  愛知県が実施する、新川圏域河川整備計画（愛知県策定）に基づいて、地域全

体が連携し、安全と安心をわかちあい、うるおいのある暮らしを支え育むことが

できる川づくりのための河川改修事業（水場川改修事業）に同調し、橋梁の架け

替え事業を推進する。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ 白弓橋整備費 

   愛知県が実施している水場川の改修に伴い、白弓橋の架け替え工事を行う。 

  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 

白弓橋架け替え事業に係る整備協

定（県）に基づく工事（橋面舗装・

取付工等）委託 

12,500 千円 

 

３ 事業効果 

  水場川の河川改修事業を実施することにより、浸水被害を解消できるとともに、

安全で安心な生活環境を提供することができる。 

また、河川改修に伴い橋梁を架け替えることにより、地域の道路網の安全性・

信頼性を確保することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 五条川ふるさとの川管理費（河川費） 

政策体系  
便利で快適に暮らせるまちをつくる 

水辺空間と緑地の充実 

款 08 土木費 項 03 河川費 目 01 河川総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

7,388 千円 
（△22千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 7,388 千円 

土

木

課 

１ 事業目的 

  国からふるさとの川モデル河川に指定を受けた五条川について、良好な水辺空

間の形成を図るため、適正に維持管理を行う。 

 

２ 事業内容 

  五条川堤防の良好な景観を維持するための管理などを行う。 

⑴ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 
緑地管理業務 4,162 千円 

堤防草刈業務 3,226 千円 

 

３ 事業効果 

  河川の景観を維持することにより、五条川の自然な環境特性を活かした良好な

水辺空間の形成を図ることができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 雨水貯留施設費 

政策体系  
安全で安心に暮らせるまちをつくる 

治水対策の推進 

款 08 土木費 項 03 河川費 目 01 河川総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

5,509 千円 
（△59,016 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 179 千円 5,330 千円 

土

木

課 

１ 事業目的 

  新川流域の都市化の進展に伴う保水、遊水機能の維持、確保を計画的に推進す

るため、雨水貯留施設の管理を行い、水害に強い安全で安心なまちづくりを目指

す。 

 

２ 事業内容 

⑴ 雨水貯留施設管理費 

   雨水貯留施設を維持、確保するための管理を行う。 

  ア 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 電気 1,234 千円 

委託料 清掃業務、保守点検業務 3,258 千円 

工事請負費 ポンプ分解整備工事 858 千円 

 

３ 事業効果 

  集中豪雨時の浸水対策として、雨水貯留施設を適正に管理することにより、水

害に強い安全・安心なまちづくりに貢献できる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 都市計画事務費（都市計画費） 

政策体系  
便利で快適に暮らせるまちをつくる 

市街地整備の推進 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 01 都市計画総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

11,967千円 
（＋5,499 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

700 千円 760 千円 0千円 0千円 130 千円 10,377千円 

都

市

計

画

課 

１ 事業目的 

  都市環境の保全及び土地利用の円滑な促進等を図るため、都市計画基礎調査を

はじめ、都市計画の推進に必要な図書を作成するために必要な事務を行う。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ 都市計画基礎調査 

   都市計画法の規定に基づき、都市計画変更等に係る基礎的なデータを収集す

ることを目的に調査を実施する。また、必ず実施しなければいけない調査項目

のほか、密集市街地の解消に向けたデータ収集（道路、消防水利の状況調査）

を追加で実施する。 

 ⑵ 用途地域等変更図書作成業務 

   今後予想されるリニア中央新幹線の整備や地域ニーズに対応するため、将来

対応すべき問題点や課題を整理し、用途地域の変更等について検討したうえで、

関係機関協議資料や法手続きに必要となる図書を作成する。 

⑶ 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 
都市計画基礎調査 4,994 千円 

用途地域等変更図書作成業務 5,302 千円 

 

３ 事業効果 

  都市計画基礎調査を実施することにより、都市計画変更や密集市街地の解消に

向けた計画づくりに必要となる基礎データを収集することができる。 

また、用途地域等変更図書の作成等により、都市計画マスタープラン及び都市

計画マスタープランを踏まえて作成した基本方針に沿った都市計画を推進するこ

とができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 民間木造住宅耐震化促進費 

政策体系  
安全で安心に暮らせるまちをつくる 

防災・減災対策の推進 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 01 都市計画総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

13,462千円 
（△228 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

9,928 千円 0千円 0千円 0千円 0千円 3,534 千円 

都

市

計

画

課 

１ 事業目的 

  南海トラフ地震の発生が懸念されるなか、地震発生時における木造住宅の倒壊

などによる被害を軽減するため、旧基準木造住宅（建築基準法が改正された昭和  

５６年５月３１日以前に着工された木造住宅）の耐震診断及び耐震改修などに要

する費用を補助することにより、地震対策への取組を促進する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 民間木造住宅耐震化促進事務費 

   無料耐震診断を受診された方への住宅耐震改修相談会を行うことにより、住

宅の耐震化促進を図る。 

 ⑵ 民間木造住宅耐震診断費 

旧基準木造住宅に対する無料耐震診断を実施する。 

補助額 件数（見込み） 

47,200 円／件 40 件 

 ⑶ 民間木造住宅耐震改修費補助金 

旧基準木造住宅で、耐震診断の結果が総合判定１．０未満のものについて、

一定の条件を満たした耐震改修工事に要する費用の一部を補助する。 

補助額 件数（見込み） 

1,000,000 円／件 8 件 

 ⑷ 民間木造住宅除却費補助金 

旧基準木造住宅の除却工事について、費用の一部を補助する。 

補助額 件数（見込み） 

200,000 円／件 10 件 

⑸ 耐震シェルター等整備費補助金 

価格や工期などの問題から耐震改修を実施していない高齢者等に対し、命を

守る防災の一層の取組を推進するために必要な費用の一部を補助する。 

補助額 件数（見込み） 

300,000 円／件 5 件 
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都

市

計

画

課 

⑹ 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 
住宅耐震改修相談業務 64 千円 

民間木造住宅耐震診断業務 1,888 千円 

負担金、補助及び

交付金 

民間木造住宅耐震改修費補助金 8,000 千円 

民間木造住宅除却費補助金 2,000 千円 

耐震シェルター等整備費補助金 1,500 千円 

 

３ 事業効果 

地震に対する住宅の強度が判定されることにより、耐震化に対する意識の向上

が期待できるとともに、旧基準木造住宅の耐震補強や除却が実施されることによ

り、住宅倒壊などによる被害が軽減され、死傷者発生の抑制、避難通路の確保な

ど、減災対策への取組を促進することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 空家解体促進費補助金（空家等対策費） 

政策体系  
安全で安心に暮らせるまちをつくる 

防災・減災対策の推進 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 01 都市計画総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

2,000 千円 
（±0千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

1,500 千円 0千円 0千円 0千円 0千円 500 千円 

都

市

計

画

課 

１ 事業目的 

  老朽化による危険な空家などの解消により、地域の安全・安心と良好な生活環

境を確保するため、倒壊又は建築材などの飛散のおそれのある危険な空家などの

解体にかかる費用を支援する。 

 

２ 事業内容 

不良住宅となっている空家の解体工事を実施する空家所有者に対し、補助金を

交付する。 

⑴ 補助内容 

 ア 計画戸数 

１０戸 

 イ 補助対象 

  空家１棟の解体工事にかかる費用 

ウ 補助限度額 

  ２００，０００円 

 ⑵ 補助条件 

  ア 市内に存する１年以上使用されていない空家であること。 

  イ 木造であること。 

  ウ 住宅地区改良法第２条第４項に規定する不良住宅であること。 

  エ 所有権以外の権利が設定されていない空家であること。 

 ⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び

交付金 
空家解体促進費補助金 2,000 千円 

 

３ 事業効果 

危険性を有した空家などを解体することにより、平時からの安全確保及び地震

発生時における倒壊などによる災害を防止することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 民間ブロック塀等撤去費補助金（民間ブロック塀等撤去費） 

政策体系  
安全で安心に暮らせるまちをつくる 

防災・減災対策の推進 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 01 都市計画総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

2,000 千円 
（±0千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

1,500 千円 0千円 0千円 0千円 0千円 500 千円 

都

市

計

画

課 

１ 事業目的 

  南海トラフ地震の発生が懸念される中、地震発生時におけるブロック塀等の倒

壊による被害を軽減するため、道路などに面する危険なブロック塀などの撤去を

行うものに対し、撤去にかかる費用を支援する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 補助率 

撤去に要した経費、若しくは１ｍ当たり１万円を乗じた額の少ない方の２分

の１を補助する。 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び

交付金 
民間ブロック塀等撤去費補助金 2,000 千円 

 

３ 事業効果 

民間のブロック塀等の撤去に対し、撤去費用を支援することで、危険なブロッ

ク塀等の撤去を促し、もって災害時の被害の軽減や避難路の確保に努めることが

できる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 雨水貯留浸透施設設置補助金（小規模雨水貯留施設費） 

政策体系  
安全で安心に暮らせるまちをつくる 

治水対策の推進 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 01 都市計画総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

190 千円 
（±0千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 190 千円 

都

市

計

画

課 

１ 事業目的 

  本市における雨水の流出抑制と水環境の育成を図るため、住宅等の敷地に雨水

貯留浸透施設を設置する者に対し、予算の範囲内において補助金を交付すること

により、雨水による浸水及び冠水被害の減少につなげる。 

 

２ 事業内容 

⑴ 雨水浸透施設 

雨水浸透ますを住宅などの敷地に設置した市税に滞納のない者に、１基当た

り３万円を補助する。 

ア 補助基準 

建築面積１００㎡未満 建築面積１５０㎡未満 建築面積１５０㎡以上 

3基以内 4基以内 5基以内 

イ 予定設置数 

補助単価 件数（見込み） 

30,000 円／基 4 基 

⑵ 雨水貯留施設 

１００ℓ以上の貯留容量の貯留槽を住宅などの敷地に設置した市税に滞納の

ない者に、１００ℓ当たり７，０００円（上限１，０００ℓ、７万円）を補助す

る。 

ア 予定設置量 

補助単価 件数（見込み） 

7,000 円／100ℓ 1,000ℓ 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び

交付金 
雨水貯留浸透施設設置補助金 190 千円 

 

３ 事業効果 

  雨水貯留浸透施設を設置することにより、大雨時の雨水流出抑制、河川や排水

機場への負荷軽減、雨水の有効活用などが図れ、防災や環境に対する意識を高め

ることができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 都市緑化推進事業補助金（都市緑化推進費） 

政策体系  
便利で快適に暮らせるまちをつくる 

水辺空間と緑地の充実 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 01 都市計画総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

5,000 千円 
（±0千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

5,000 千円 0千円 0千円 0千円 0千円 0 千円 

都

市

計

画

課 

１ 事業目的 

身近な緑の質を高め、市全体の緑化の推進につなげるため、市民・事業者が実

施する緑化への取組に対し、都市緑化推進事業補助金を交付する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 市民参加緑づくり事業 

   公有地の樹林地整備、植栽及びビオトープづくりなど、市民参加で実施する

緑づくり活動を支援する。 

  ア 補助対象 

参加者が５０人以上 

  イ 補助率及び補助限度額 

１００％、総額１件当たり３００万円 

 ⑵ 緑の街並み推進事業 

   民有地の建物や敷地の緑化を進める事業を支援する。 

  ア 補助対象 

緑化面積５０㎡以上(生垣は延長１５ｍ以上) 

  イ 補助率及び補助限度額 

    ５０％、総額１件当たり５００万円（ただし、緑化面積１㎡当たり又は生

垣の延長１ｍ当たりの工事費の上限あり） 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び

交付金 
都市緑化推進事業補助金 5,000 千円 

 

３ 事業効果 

  市民・事業者の緑化への取組に対する支援を行うことにより、身近な緑の質を

高め、市全体の緑化の推進につなげることができる。 

 
- 232 -



科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 清洲駅前土地区画整理費 

政策体系  
便利で快適に暮らせるまちをつくる 

市街地整備の推進 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 02 土地区画整理費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

455,178 千円 
（＋294,247 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

130,000 千円 0千円 0千円 263,000 千円 0千円 62,178千円 

都

市

計

画

課 

１ 事業目的 

  組合施行による土地区画整理事業において、低未利用地の計画的な面的整備を

行い、道路、公園及び雨水調整池などの公共施設の整備と土地利用の効率化を促

進するため、市助成金及び都市計画道路整備の負担金を支出し、快適で良好な市

街地整備を図る。 

 

２ 事業内容 

⑴ 土地区画整理事業補助金 

   土地区画整理組合に対し、道路、排水路、雨水調整池の整備及び建物移転補

償等の金額を算出し、土地区画整理事業の事業計画に基づき補助する。 

⑵ 道路整備事業負担金 

  清洲駅前土地区画整理事業地内に計画されている都市計画道路清洲駅前線等

を区画整理事業に併せて整備するため、国庫補助金を除いた整備費用を県との

協定に基づき負担する。 

⑶ 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び

交付金 

清須市土地区画整理事業補助要綱に

基づく補助金 
390,000 千円 

道路整備事業負担金 65,000 千円 

 

３ 事業効果 

  土地区画整理事業を実施する組合へ補助金を交付するとともに、清洲駅前土地

区画整理事業地内にある都市計画道路を整備するための負担金を県へ支出するこ

とにより、組合事業の推進が図られ、駅前にふさわしい都市施設の整備、土地の

利用増進及び有効活用並びに災害に強いまちづくりのための事業推進に寄与する

ことができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 新清洲駅北土地区画整理費 

政策体系  
便利で快適に暮らせるまちをつくる 

市街地整備の推進 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 02 土地区画整理費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

1,191,363千円 
（△310,198 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

221,812 千円 1千円 0千円 427,000 千円 200,000 千円 342,550 千円 

新
清
洲

駅
周

辺
ま

ち
づ

く
り

課

 

１ 事業目的 

  交流拠点（第２次総合計画）及び都市拠点（都市計画マスタープラン）として

位置付けられている新清洲駅北土地区画整理事業について、市施行で実施するこ

とにより、名鉄新清洲駅周辺の公共施設の整備と土地利用の効率化を促進し、快

適で良好な市街地整備を図るため、建物等補償調査、建物移転補償、実施設計、

整備工事などを行う。 

また、この事業と併せて実施する鉄道高架事業のための鉄道の仮線、仮駅舎な

どにかかる用地を優先的に確保するため、建物などの移転補償を行う。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ 事業用地管理費 

   取得した減価補償用地及び建物除却後の使用収益停止用地の管理を行う。 

⑵ 土地区画整理事業費 

   整備工事、使用収益の開始、建物などの補償調査、移転補償、実施設計及び

埋蔵文化財の発掘調査などを行う。 

また、鉄道の仮線用地、仮駅舎用地等を確保する必要があることから、早期

に対象となる区域の建物等移転補償を行う。 

ア 事業進捗状況 

区 分 全体計画 
実績見込 

(令和３年度末) 
進捗率 

使用開始宅地面積 34,759.56㎡ 10,515.09㎡ 30.3％ 

供用開始道路延長 1,706.86ｍ 291.36ｍ 17.1％ 

移転戸数 55 戸 50 戸 90.9％ 

 ⑶ 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 

権利者等調整、確定測量、仮換地指

定（使用収益開始）通知書作成、建

物等補償調査、実施設計及び整備工

事など（都市再生機構） 

674,300 千円 

埋蔵文化財発掘調査 18,060 千円 

工事請負費 
施行者管理地に係る防草等維持補修

工事 
500 千円 

補償、補填及び賠

償金 
建物等移転補償費 497,990 千円 
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新

清

洲

駅

周

辺

ま

ち

づ

く

り

課 

３ 事業効果 

  整備工事を行うことで、仮換地の使用収益開始をすることができ、加えて、補

償調査及び建物等移転補償を行うことで、翌年度以降の整備工事を推進すること

ができる。 

また、鉄道の仮線に必要な用地の建物等移転補償を行うことで、鉄道高架事業

に必要な用地を早期に確保することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 街路費 

政 策 体 系 
便利で快適に暮らせるまちをつくる 

道路・橋梁の整備・適正管理の推進 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 03 街路事業費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

22,051千円 
（△61,215 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 22,051千円 

都

市

計

画

課 

１ 事業目的 

都市計画道路の除草や樹木の剪定及び防除などにより、道路環境を適正に維持

し、緑と潤いを与えるとともに、通行車輌、歩行者の安全を確保する。 

   

２ 事業内容 

 ⑴ 街路管理費 

都市計画道路などの維持管理を行う。 

 ア 管理路線（１５路線） 

    助七西市場線、西清洲上条線、新清洲駅前線、鍋屋片町線、大和町線、新川

麒麟線、朝日阿原線、須ケ口停車場線、須ケ口駅前線、小場塚新田線、清須新

川線、枇杷島小田井線、西枇杷島味鋺線、枇杷島停車場線及び枇杷島駅前通

線 

  イ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 光熱水費 294 千円 

委託料 樹木剪定、除草及び清掃業務 18,168 千円 

工事請負費 街路樹取替工事 650 千円 

⑵ ＪＲ枇杷島駅前通線・東口駅前広場整備事業立替金償還費 

ＪＲ枇杷島駅前通線・東口駅前広場整備に伴う都市再生機構による立替分を

償還する。 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

公有財産購入費 
枇杷島駅前通線整備事業償還元金

及び償還利息 
2,939 千円 

 

３ 事業効果 

  年間を通じて都市計画道路の適正な管理を行うことで、良好な道路環境を維持

することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 新清洲駅付近鉄道高架費 

政 策 体 系 
便利で快適に暮らせるまちをつくる 

市街地整備の推進 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 04 鉄道高架費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

1,103,435千円 
（＋88,915 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

499,337 千円 0千円 0千円 395,000 千円 76,389千円 132,709 千円 

新
清
洲

駅
周

辺
ま

ち
づ

く
り

課

 

１ 事業目的 
  五条川改修事業に伴う名鉄名古屋本線鉄道橋の架替えに同調し、国道３０２号、

県道名古屋祖父江線等の鉄道交差部の一体的な鉄道高架事業を相互協力していく
ため、国土交通省、愛知県、稲沢市、清須市で確認書を取り交わした。 

  確認書に基づき仮線用地等を確保することで、鉄道高架事業を推進する。 
 

２ 事業内容 
 ⑴ 事業用地管理費 

   取得した用地の管理を行う。 
⑵ 鉄道高架整備費 

   鉄道高架事業の仮線用地となる区画整理地区内の土地や駅南部の付替市道用
地について、用地買収行う。また、鉄道詳細設計に合わせ仮側道等の詳細設計

や水路等の移設設計を行う。 
  ア 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

役務費 不動産鑑定、登記手数料 333 千円 

委託料 道路詳細、水路等移設詳細設計 62,853 千円 

公有財産購入費 仮線、仮駅舎及び付替市道用地購入 11,282 千円 

補償、補填及び
賠償金 

建物等移転補償費 30,000 千円 

  イ 事業進捗状況 

区 分 全体計画 
実績見込 

(令和３年度末) 
進捗率 

用地確保面積 3,807.45㎡ 1,538.96 ㎡ 40.4％ 

⑶ 西市場廻間線等整備費 

   将来整備する都市計画道路及び緑地地内において、仮線となる土地について
用地買収を行う。また、鉄道詳細設計に合わせ道路詳細設計を行う。 

  ア 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

役務費 不動産鑑定、登記手数料 9,370 千円 

委託料 物件調査（再算定）、道路詳細設計 23,226 千円 

工事請負費 代替地提供に係る移設工事 2,934 千円 

公有財産購入費 都市計画道路等（仮線）用地購入 176,583 千円 

補償、補填及び

賠償金 
建物等移転補償費 594,831 千円 
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新
清
洲

駅
周

辺
ま

ち
づ

く
り

課

 

イ 事業進捗状況 

区 分 全体計画 
実績見込 

(令和３年度末) 
進捗率 

用地取得面積 5,610.54㎡ 2,789.06㎡ 49.7％ 

⑷ 下本町丸之内線等整備費 

   将来整備する道路地内において、仮線となる土地について用地買収を行う。
また、鉄道詳細設計に合わせ道路詳細設計を行う。 

  ア 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

役務費 不動産鑑定、登記手数料 802 千円 

委託料 物件調査（再算定）、道路詳細設計 11,669 千円 

公有財産購入費 道路（仮線）用地購入 52,811 千円 

補償、補填及び
賠償金 

建物等移転補償費 125,366 千円 

  イ 事業進捗状況 

区 分 全体計画 
実績見込 

(令和３年度末) 
進捗率 

用地取得面積 3,068.78㎡ 1,477.26㎡ 48.1％ 

 

３ 事業効果 
  鉄道高架事業着手のため、年度計画に沿って仮線用地を確保することで、限度

額立体交差事業を構成する各事業を進捗することができる。 
また、将来整備する都市計画道路、緑地及び市道の用地確保ができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 流域下水道関連施設費 

政 策 体 系 
便利で快適に暮らせるまちをつくる 

上水道の安定供給・下水道の充実 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 05 公共下水道費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

6,517 千円 
（＋63千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 729 千円 0千円 0千円 323 千円 5,465 千円 

上

下

水

道

課 

１ 事業目的 

  新川西部浄化センター内の緩衝緑地及び水の交流ステーションの適正な維持管

理を行い、親しみやすい施設を確保する。 

 

２ 事業内容 

環境整備事業で建設された新川西部浄化センター緑地及び水の交流ステーショ

ンの維持管理を行う。 

⑴ 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 
消耗品費など 35 千円 

光熱水費 905 千円 

委託料 

新川西部浄化センター緑地除草及び

水の交流ステーション清掃業務 
654 千円 

保守点検業務 127 千円 

水の交流ステーション管理等業務 4,027 千円 

 

３ 事業効果 

緩衝緑地及び水の交流ステーションを適正に維持管理することにより、親しみ

やすい施設を提供することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 都市下水路等費 

政 策 体 系 
安全で安心に暮らせるまちをつくる 

治水対策の推進 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 06 都市下水路費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

43,141千円 
（△29,058 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 43,141千円 

上

下

水

道

課 

１ 事業目的 

浸水被害の解消を図るため、ポンプ場、雨水管渠の管理、整備を行い、水害に

強い安全で安心なまちづくりを目指す。 

 

２ 事業内容 

⑴  ⑴ 都市下水路等管理費 

ポンプ場（６か所）、雨水管渠を維持管理するため、保守点検業務をはじめ修

繕及び浚渫工事などを行う。 

ア 主な支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 
消耗品費など 20 千円 

光熱水費 2,728 千円 

委託料 
清掃業務など 1,937 千円 

保守点検業務など 11,767 千円 

工事請負費 維持補修工事 1,700 千円 

⑵ 都市下水路等整備費 

ポンプ場の改良工事を行う。 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 
ポンプ施設遠方監視システム機器

更新業務 
4,510 千円 

工事請負費 
古城ポンプ場２号ポンプ分解整備

工事 
20,000 千円 

 

３ 事業効果 

  ポンプ場、雨水管渠を適正に管理することにより、水害に強い安全で安心なま

ちづくりを進めることができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 都市公園費 

政 策 体 系 
便利で快適に暮らせるまちをつくる 

水辺空間と緑地の充実 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 07 公園費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

139,878 千円 
（△49,641 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

23,000千円 200 千円 0千円 0千円 0千円 116,678 千円 

都

市

計

画

課 

１ 事業目的 
地域住民の余暇活動や良好な住環境の形成に資するため、公園や緑地の維持管

理や整備を行い、市民に緑とふれあう憩いや潤いの空間としての快適な都市環境
を提供する。 

 
２ 事業内容 
 ⑴ 都市公園管理費 

利用者が安心して利用できるよう、遊具などの公園施設の維持管理を行う。 
また、現在の公園施設長寿命化計画が令和３年度で終期を迎えるため、新た

に令和４～１３年度の１０年度間を計画期間とする公園施設長寿命化計画を策
定する。 

  ア 都市公園（６３か所） 
西枇杷島地区 清洲地区 新川地区 春日地区 

12 か所 15 か所 28 か所 8 か所 
イ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 
消耗品費 255 千円 
光熱水費 2,385 千円 
修繕料 722 千円 

役務費 し尿汲取手数料など 2,680 千円 

委託料 

樹木剪定、除草及び清掃業務 77,491 千円 
遊具及び浄化槽の保守業務 5,393 千円 
河川敷公園出水対策業務 647 千円 
公園施設長寿命化計画策定業務 16,000 千円 

使用料及び賃借
料 

リバーランド排水管 10 千円 

工事請負費 遊具塗装工事など 2,500 千円 
⑵ 都市公園整備費 

公園施設長寿命化計画に基づき、国庫補助を活用して老朽化した公園施設の
改築更新などの工事を行うとともに、公園灯のＬＥＤ化工事を行う。 
ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 
委託料 設計積算業務 3,300 千円 

工事請負費 
公園施設改築更新工事 27,000 千円 
公園灯ＬＥＤ化工事 1,495 千円 

 
３ 事業効果 
  市民に緑とふれあう憩いや潤いの空間としての都市公園の維持管理や整備を行
うことにより、快適な都市環境を提供することができる。 
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科目 

主管 

事 業 名 児童遊園等費 

政 策 体 系 
便利で快適に暮らせるまちをつくる 

水辺空間と緑地の充実 

款 08 土木費 項 04 都市計画費 目 07 公園費 

予  算  額 

（前年度比）
財 源 内 訳 

33,584千円 
（△1,380 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 33,584千円 

都

市

計

画

課

１ 事業目的 

児童遊園及びちびっこ広場を除草清掃、樹木の剪定、防除などにより適正に維

持管理し、安心、安全及び快適な環境を提供する。 

２ 事業内容 

⑴ 児童遊園等管理費

児童遊園及びちびっこ広場を適正に維持管理するため、除草及び清掃を実施

する。 

また、樹木の剪定、防除及び遊具などの保守点検を定期的に実施する。 

ア 児童遊園、ちびっこ広場（４２か所） 

区 分 児童遊園 ちびっこ広場 合 計 

西枇杷島地区 0か所 11 か所 11 か所 

清洲地区 3か所 8か所 11 か所 

新川地区 0か所 6か所 6か所 

春日地区 11 か所 3 か所 14 か所 

合 計 14 か所 28 か所 42 か所 

イ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 

消耗品費 85 千円 

光熱水費 429 千円 

修繕料 707 千円 

役務費 し尿汲取手数料など 397 千円 

委託料 
樹木剪定、除草及び清掃業務 9,947 千円 

遊具及び浄化槽の保守業務 2,502 千円 

使用料及び賃借

料 
児童遊園等土地借地料 18,517 千円 

工事請負費 遊具塗装及び補修工事 1,000 千円 

３ 事業効果 

  児童遊園及びちびっこ広場を適正に維持管理することで、安心、安全及び快適

な環境を提供することができる。 
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